
１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 当第１四半期における当社を取り巻く市場環境は、国内においては、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動

もみられましたが、民間設備投資に持ち直しの兆しがみられる等、総じて緩やかな回復基調で推移しました。海外

においては、一部に弱さがみられるものの、米国、欧州の主要先進国が回復基調となったこと等を背景として、海

外市場全体は緩やかに回復しつつ推移しました。 

 このような環境のもと、当社は経営方針に掲げる「エネルギー関連事業の拡大」、「グローバル化」に重点的に

取り組むとともに、当期を前期に掲げた「攻めの経営元年」から、さらに一歩踏み込み「攻めの経営拡大」の年と

位置付け、産業インフラ、パワエレ機器を中心とした収益力の強化および海外事業の強化を推し進めています。 

当第１四半期の連結業績は次のとおりとなりました。 

 売上高は、1,591億円となり、前年同期に比べ、74億円増加しました。部門別には、「発電・社会インフラ」、

「産業インフラ」、「パワエレ機器」、「電子デバイス」、「その他」は前年同期を上回りましたが「食品流通」

は前年同期を下回りました。 

 損益面では、営業損益は、売上高の増加に加え、コストダウン等の体質改善効果により、前年同期に比べ14億円

増加の19億円となりました。経常損益は、前年同期に比べ6億円増加し、16億円となりました。また、四半期純損

益は、前年同期に比べ2億円増加の2億円となり、営業損益、経常損益、四半期純損益のいずれも前年同期に引き続

き黒字を確保しました。 

当第１四半期の連結経営成績は次のとおりです。 

                                  （単位：億円） 

 
 

 

平成26年３月期 

第１四半期 

平成27年３月期 

第１四半期 

 

増減 

 

   売上高 1,517 1,591 74 

   営業損益 5 19 14 

   経常損益 10 16 6 

   四半期純損益 1 2 2 

 

部門別の状況 

《発電・社会インフラ》 対前年同期：売上高10％増加、営業損益4億円増加 

売上高は前年同期比10％増加の266億円となり、営業損益は前年同期比4億円増加の△2億円となりました。 

 発電プラント分野の売上高は、太陽光発電システムの案件増加があったものの、火力発電設備および水力発電設

備の案件減少により、前年同期を下回りました。社会システム分野の売上高は、電力系統などの電力流通分野を中

心に前年同期を上回りました。社会情報分野の売上高は、大口案件の増加により、前年同期を上回りました。部門

全体の営業損益は、売上高の増加および原価低減の推進により、前年同期を上回りました。 

 

《産業インフラ》    対前年同期：売上高12％増加、営業損益1億円増加 

売上高は前年同期比12％増加の322億円となり、営業損益は前年同期比1億円増加の△17億円となりました。 

 変電分野の売上高は、国内外で大口案件が増加したことにより、前年同期を上回りました。産業プラント分野の

売上高は、国内外で鉄鋼分野向けを中心に増加し、前年同期を上回りました。産業計測機器分野の売上高は、前年

同期と同水準となりました。設備工事分野の売上高は、太陽光発電設備工事の大口案件増加により、前年同期を上

回りました。部門全体の営業損益は、売上高の増加により、前年同期を上回りました。 

 

《パワエレ機器》    対前年同期：売上高3％増加、営業損益3億円増加 

売上高は前年同期比3％増加の371億円となり、営業損益は前年同期比3億円増加の2億円となりました。 

 ドライブ分野は、国内外で主力のインバータ・サーボの需要が増加したものの、前年同期に鉄道車両用電機品の

海外大口案件の計上があった影響により、売上高・営業損益ともに前年同期を下回りました。パワーサプライ分野

は、売上高・営業損益ともに前年同期と同水準となりました。器具分野は、国内工作機械・半導体分野に加え、海

外の需要が堅調に推移したことにより、売上高・営業損益ともに前年同期を上回りました。
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《電子デバイス》    対前年同期：売上高8％増加、営業損益12億円増加 

売上高は前年同期比8％増加の314億円となり、営業損益は前年同期比12億円増加の20億円となりました。 

 半導体分野は、自動車分野は前年同期と同水準となりましたが、産業分野においてインバータ・サーボ、産業機

械等の需要が堅調に推移したこと、また、情報電源分野においても情報通信機器向けの需要が回復したことによ

り、売上高は前年同期を上回りました。営業損益は、売上高の増加および原価低減の推進により、前年同期を上回

りました。ディスク媒体分野は、売上高は前年同期を上回りましたが、営業損益は、価格、機種構成差による減益

影響等により、前年同期を下回りました。 

 

《食品流通》      対前年同期：売上高6％減少、営業損益6億円減少 

売上高は前年同期比6％減少の301億円となり、営業損益は前年同期比6億円減少の26億円となりました。 

 自販機分野の売上高は、中国市場での展開拡大による増加があったものの、コンビニエンスストア向けコーヒー

マシンの需要減に加え、消費税率引上げに伴って自販機需要が減少したこと等により、前年同期を下回りました。

営業損益は、原価低減を推し進めたものの、売上高の減少により、前年同期を下回りました。店舗流通分野は、コ

ンビニエンスストア向け冷凍・冷蔵設備および流通分野向け要冷設備の増加により、売上高・営業損益ともに前年

同期を上回りました。 

 

《その他》       対前年同期：売上高2％増加、営業損益同水準 

売上高は前年同期比2％増加の145億円となり、営業損益は前年同期と同水準の5億円となりました。 

 

（注）当第１四半期連結会計期間より、組織構造の変更に伴い、「発電・社会インフラ」、「産業インフラ」、

「パワエレ機器」および「電子デバイス」の各報告セグメントにおいて、集約する事業セグメントを変更す

るとともに、「産業インフラ」の報告セグメントにおいて、事業セグメントの区分および名称を一部変更し

ており、各セグメントの前年同期比につきましては、前年同期の数値を変更後のセグメント区分に組み替え

たうえで算出しております。

 

（２）財政状態に関する説明

 

当第１四半期末の総資産は7,884億円となり、前期末に比べ223億円減少しました。流動資産は、たな卸資産が増

加した一方、売上債権並びに現金及び預金の減少などを主因として、176億円減少しました。固定資産は、その他

有価証券の時価評価差額相当分の増加に伴い投資有価証券が増加した一方、退職給付に係る資産及び有形固定資産

の減少などにより、47億円減少しました。 

金融債務残高は、当第１四半期末では1,916億円となり、前期末に比べ79億円の減少となりました。なお、金融

債務残高から現金及び現金同等物を控除したネット金融債務残高は、当第１四半期末では1,681億円となり、前期

末に比べ20億円の増加となりました。 

純資産は、その他有価証券評価差額金が増加した一方、退職給付に関する会計基準等の適用を主因として利益剰

余金が減少したことなどにより、当第１四半期末では2,427億円となり、前期末に比べ86億円の減少となりまし

た。なお、純資産合計から少数株主持分を控除した自己資本は前期末に比べ94億円減少し、2,178億円となりまし

た。Ｄ/Ｅレシオ（「金融債務残高」÷「自己資本」）は、前期と同じ0.9倍となりました。なお、ネットＤ/Ｅレ

シオ（「ネット金融債務残高」÷「自己資本」）は、前期末に比べ0.1ポイント増加の0.8倍となっております。 
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（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

 第１四半期の連結業績の動向等を踏まえ、平成26年４月24日の決算発表時に公表した平成27年３月期第２四半期

連結累計期間の連結業績予想を修正することといたしました。 

 なお、第２四半期の為替レートは、100円/ドル、135円/ユーロを前提としています。 

 

（第２四半期連結累計期間）          （単位：億円） 

   

 

前回発表 

 

今回発表 増減 

   売上高 3,295 3,400 105 

   営業損益 25 45 20 

   経常損益 4 30 26 

   当期純損益 △20 3 23 
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

 該当事項はありません。

 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（税金費用の計算）

 税金費用については、当四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。なお、見

積実効税率が使用できない一部の連結会社については法定実効税率を使用する方法によっております。

 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給

付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法について、

退職給付の見込支払日までの平均期間を基礎とする方法から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの

金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四

半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

 この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る資産が15,600百万円減少し、退職給付に係る負

債が9,051百万円増加するとともに、繰延税金負債が7,869百万円減少し、利益剰余金が16,026百万円減少してお

ります。また、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ122

百万円増加しております。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 34,025 24,286 

受取手形及び売掛金 222,481 193,746 

商品及び製品 43,180 48,018 

仕掛品 48,030 62,519 

原材料及び貯蔵品 30,231 32,406 

その他 51,919 51,223 

貸倒引当金 △532 △508 

流動資産合計 429,338 411,693 

固定資産    

有形固定資産 172,619 168,645 

無形固定資産 13,874 13,572 

投資その他の資産    

投資有価証券 148,867 160,728 

退職給付に係る資産 31,263 17,830 

その他 15,388 16,545 

貸倒引当金 △744 △739 

投資その他の資産合計 194,775 194,364 

固定資産合計 381,269 376,581 

繰延資産 166 150 

資産合計 810,774 788,425 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 142,087 127,757 

短期借入金 76,412 69,853 

1年内償還予定の社債 － 15,000 

未払法人税等 4,543 1,459 

前受金 33,933 44,071 

その他 102,480 97,384 

流動負債合計 359,457 355,526 

固定負債    

社債 60,500 45,500 

長期借入金 62,592 61,290 

退職給付に係る負債 34,236 43,336 

役員退職慰労引当金 215 208 

その他 42,546 39,891 

固定負債合計 200,091 190,227 

負債合計 559,548 545,753 

純資産の部    

株主資本    

資本金 47,586 47,586 

資本剰余金 46,734 46,735 

利益剰余金 102,631 83,975 

自己株式 △7,148 △7,154 

株主資本合計 189,804 171,142 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 44,768 53,916 

繰延ヘッジ損益 20 △107 

為替換算調整勘定 3,202 2,423 

退職給付に係る調整累計額 △10,614 △9,556 

その他の包括利益累計額合計 37,376 46,675 

少数株主持分 24,043 24,853 

純資産合計 251,225 242,671 

負債純資産合計 810,774 788,425 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

売上高 151,697 159,117 

売上原価 117,065 119,640 

売上総利益 34,631 39,477 

販売費及び一般管理費 34,154 37,581 

営業利益 476 1,895 

営業外収益    

受取利息 102 53 

受取配当金 547 1,050 

為替差益 1,144 － 

その他 183 271 

営業外収益合計 1,978 1,374 

営業外費用    

支払利息 699 601 

持分法による投資損失 585 680 

為替差損 － 231 

その他 155 139 

営業外費用合計 1,440 1,652 

経常利益 1,014 1,618 

特別利益    

固定資産売却益 358 5 

投資有価証券売却益 12 46 

特別利益合計 371 51 

特別損失    

固定資産処分損 17 77 

投資有価証券評価損 39 296 

和解金 420 － 

その他 57 18 

特別損失合計 534 391 

税金等調整前四半期純利益 851 1,278 

法人税等 375 650 

少数株主損益調整前四半期純利益 475 627 

少数株主利益 403 399 

四半期純利益 72 228 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 475 627 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 3,718 9,149 

繰延ヘッジ損益 △8 △125 

為替換算調整勘定 2,385 △895 

退職給付に係る調整額 － 1,042 

持分法適用会社に対する持分相当額 25 33 

その他の包括利益合計 6,120 9,204 

四半期包括利益 6,596 9,832 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 5,752 9,527 

少数株主に係る四半期包括利益 844 304 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 該当事項はありません。
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（セグメント情報）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

                （単位：百万円） 

 
発電・社会
インフラ 

産業インフ
ラ 

パワエレ機
器 

電子デバイ
ス 

食品流通 
その他 
（注１） 

合計 
調整額 
（注２） 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注３） 

売上高                  

外部顧客への 

売上高 
23,884 28,281 32,839 27,518 31,928 7,244 151,697 － 151,697 

セグメント間の 

内部売上高又は 

振替高 

226 572 3,231 1,413 16 6,958 12,420 △12,420 － 

計 24,111 28,854 36,070 28,932 31,945 14,203 164,117 △12,420 151,697 

セグメント利益 

又は損失（△） 
△556 △1,800 △169 801 3,215 434 1,923 △1,447 476 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、金融サービス、不動産業、保険代

理業、旅行業及び印刷・情報サービス等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△1,447百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△1,471

百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の管理部門に係る費用であり

ます。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益又は営業損失と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

                （単位：百万円） 

 
発電・社会
インフラ 

産業インフ
ラ 

パワエレ機
器 

電子デバイ
ス 

食品流通 
その他 
（注１） 

合計 
調整額 
（注２） 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注３） 

売上高                  

外部顧客への 

売上高 
26,334 31,397 34,118 29,617 30,022 7,627 159,117 － 159,117 

セグメント間の 

内部売上高又は 

振替高 

273 804 2,986 1,747 48 6,845 12,706 △12,706 － 

計 26,607 32,202 37,105 31,365 30,070 14,473 171,823 △12,706 159,117 

セグメント利益 

又は損失（△） 
△168 △1,724 169 2,005 2,566 471 3,321 △1,425 1,895 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、金融サービス、不動産業、保険代

理業、旅行業及び印刷・情報サービス等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△1,425百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△1,451

百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の管理部門に係る費用であり

ます。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益又は営業損失と調整を行っております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

当第１四半期連結会計期間より、組織構造の変更に伴い、「発電・社会インフラ」、「産業インフラ」、

「パワエレ機器」及び「電子デバイス」の各報告セグメントにおいて、集約する事業セグメントを変更しており

ます。

なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したもの

を開示しております。

 

富士電機㈱（6504） 平成27年３月期 第１四半期決算短信

- 11 -



４．補足情報 （億円未満四捨五入）

（単位：億円）
（１）決算概要

第１四半期実績 第１四半期実績

前年同期比 前年同期比 前年同期比 前年同期比

1,517 103.4% 3,285 98.4% 1,591 104.9% 3,400 103.5%
5 -      30 -      19 398.1% 45 151.5%

10 -      25 -      16 159.6% 30 120.4%
1 -      3 -      2 316.7% 3 103.3%

（２）連結子会社数・持分法適用会社数

第１四半期実績 第１四半期実績

（３）１株当たり四半期純利益

第１四半期実績 第１四半期実績

（４）平均為替レート（円）

第１四半期実績 第１四半期実績

（５）部門別売上高

第１四半期実績 第１四半期実績

前年同期比 前年同期比 前年同期比 前年同期比

241 -      569 -      266 110.4% 610 107.1%
289 -      697 -      322 111.6% 765 109.6%
361 -      792 -      371 102.9% 807 101.9%
289 -      589 -      314 108.4% 614 104.1%
319 -      623 -      301 94.1% 599 96.2%
142 -      287 -      145 101.9% 282 98.2%

1,641 -      3,558 -      1,718 104.7% 3,676 103.3%
△ 124 -      △ 274 -      △ 127 -      △ 276 -      
1,517 103.4% 3,285 98.4% 1,591 104.9% 3,400 103.5%

（６）部門別営業利益

第１四半期実績 第１四半期実績

前年同期比 前年同期比 前年同期比 前年同期比

△ 6 -      △ 8 -      △ 2 -      △ 5 -      
△ 18 -      △ 17 -      △ 17 -      △ 13 -      
△ 2 -      5 -      2 -      13 263.9%

8 -      21 -      20 250.3% 30 141.6%
32 -      47 -      26 79.8% 41 88.4%
4 -      10 -      5 108.5% 8 77.8%

19 -      58 -      33 172.7% 74 127.8%
△ 14 -      △ 28 -      △ 14 -      △ 29 -      

5 -      30 -      19 398.1% 45 151.5%

（７）海外売上高

第１四半期実績 第１四半期実績

前年同期比 前年同期比 前年同期比 前年同期比

158 69.5% 345 76.9% 166 104.7% -       -      
150 137.0% 323 146.7% 198 132.0% -       -      
39 118.0% 85 137.4% 40 103.4% -       -      
37 115.9% 72 120.5% 27 72.7% -       -      

384 95.5% 826 104.4% 430 112.2% -       -      

営 業 利 益

平 成 25 年 度 平 成 26 年 度
第２四半期累計実績 第２四半期累計予想

売 上 高

経 常 利 益
四 半 期 純 利 益

平 成 25 年 度 平 成 26 年 度
第２四半期累計実績 第２四半期累計予想

国　　内 24 24 24 24
連 結 子 会 社 数 48 48 49 49

持 分 法 適 用 会 社 数 5 5 5 5
海　　外 24 24 25 25

平 成 25 年 度 平 成 26 年 度
第２四半期累計実績 第２四半期累計予想

１株当たり四半期純利益(円) 0.10 0.46 0.32 0.48

Ｕ Ｓ ＄ 98.76 98.85 102.16 101.08
137.54

平 成 25 年 度 平 成 26 年 度

平 成 25 年 度 平 成 26 年 度
第２四半期累計実績 第２四半期累計予想

電 子 デ バ イ ス

Ｅ Ｕ Ｒ Ｏ 128.95 130.00 140.07

第２四半期累計実績 第２四半期累計予想

発 電 ・ 社 会 イ ン フ ラ
産 業 イ ン フ ラ
パ ワ エ レ 機 器

食 品 流 通
そ の 他

小      計
消      去
合      計

合      計

平 成 26 年 度
第２四半期累計実績 第２四半期累計予想

発 電 ・ 社 会 イ ン フ ラ
産 業 イ ン フ ラ
パ ワ エ レ 機 器

平 成 25 年 度

電 子 デ バ イ ス
食 品 流 通
そ の 他

小      計
全社及び消去

平 成 25 年 度 平 成 26 年 度
第２四半期累計実績 第２四半期累計予想

地
域
別
内
訳

ア ジ ア 他
中 国
欧 州
米 州
合 計
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（８）研究開発費

第１四半期実績 第２四半期累計実績 第１四半期実績 第２四半期累計予想

前年同期比 前年同期比 前年同期比 前年同期比

9 22 8 22

11 28 11 30

16 35 22 49

22 45 19 43

9 22 10 23

0 0 0 0

合      計 66 152 70 166

対売上高比率（%） 4.3% 4.6% 4.4% 4.9%

（９）設備投資額

第１四半期実績 第２四半期累計実績 第１四半期実績 第２四半期累計予想

前年同期比 前年同期比 前年同期比 前年同期比

3 5 9 15

5 9 4 10

18 36 13 51

33 53 9 55

2 9 3 10

1 3 1 8

合      計 63 113 38 149

内リース取得 25 49 16 66
（注) 設備投資額には、リース契約による設備取得額を含みます。

（１０）減価償却費、支払リース料

第１四半期実績 第２四半期累計実績 第１四半期実績 第２四半期累計予想

前年同期比 前年同期比 前年同期比 前年同期比

4 9 4 9

5 11 5 11

10 21 11 24

41 82 47 93

6 12 6 12

4 7 3 6

合      計 71 141 76 155

内支払リース料 5 9 4 8

（１１）期末従業員数（定期社員除く） （単位：人）

第１四半期実績 第２四半期累計実績 第１四半期実績 第２四半期累計予想

平 成 25 年 度 平 成 26 年 度

発電・社会インフラ -      -      92.2% 100.3%

産 業 イ ン フ ラ -      -      101.4% 106.3%

パ ワ エ レ 機 器 -      -      142.5% 140.4%

電 子 デ バ イ ス -      -      88.0% 96.3%

食 品 流 通 -      -      109.3% 102.4%

-      -      － －

平 成 25 年 度 平 成 26 年 度

そ の 他 -      -      -      -      

92.5% 99.4% 106.6% 109.7%

発電・社会インフラ -      -      311.2% 320.0%

産 業 イ ン フ ラ -      -      75.0% 120.1%

パ ワ エ レ 機 器 -      -      70.9% 141.3%

電 子 デ バ イ ス -      -      25.7% 104.2%

食 品 流 通 -      -      138.4% 119.1%

そ の 他 -      -      74.4% 283.3%

平 成 25 年 度 平 成 26 年 度

発電・社会インフラ -      -      97.5% 100.9%

105.3% 116.0% 60.3% 131.7%

196.8% 175.2% 63.3% 133.6%

産 業 イ ン フ ラ -      -      92.0% 98.8%

パ ワ エ レ 機 器 -      -      112.6% 115.1%

電 子 デ バ イ ス -      -      113.3% 114.1%

食 品 流 通 -      -      94.9% 103.6%

34.6% 36.5% 81.1% 88.5%
（注1) 減価償却費は、有形固定資産の減価償却費です。
（注2) 支払リース料は、リース取引開始日が平成20年3月末以前の生産設備に対する支払リース料です。

平 成 25 年 度 平 成 26 年 度

そ の 他 -      -      89.1% 85.6%

86.2% 88.6% 107.9% 110.0%

発電・社会インフラ 2,560 2,554 2,622 2,655

産 業 イ ン フ ラ 5,341 5,323 5,457 5,427

パ ワ エ レ 機 器 6,076 6,144 6,379 6,637

電 子 デ バ イ ス 6,724 6,662 6,567 6,720

食 品 流 通 2,363 2,383 2,487 2,546

そ の 他 2,452 2,421 2,361 2,351

海      外 7,180 7,254 7,643 8,089

合      計 25,516 25,487 25,873 26,336

国      内 18,336 18,233 18,230 18,247

富士電機㈱（6504） 平成27年３月期 第１四半期決算短信

- 13 -




